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厚生労働省「疑義解釈資料の送付について（その 20）」の送付について 

 
 
 

令和２年度診療報酬改定に関する情報等につきましては、令和２年３月５日付け日医発第

1181 号（保 265）「令和２年度診療報酬改定に係る省令、告示、通知のご案内について」等に

より、逐次ご連絡申し上げているところであります。 

今般、厚生労働省保険局医療課より、令和２年度診療報酬改定に関するＱ＆Ａ「疑義解

釈資料の送付について（その 20）」が発出されましたので、取り急ぎご連絡申し上げます。 

なお、医療機関におけるレジ袋有料化の取扱いに関して、厚生労働省医政局より別途事

務連絡が発出されることを申し添えます。 

以上、本件について貴会会員にご周知下さいますようお願い申し上げます。 

 

 

 

【添付資料】 

疑義解釈資料の送付について（その 20） 

（令 2.6.30 事務連絡 厚生労働省保険局医療課） 

 



                  事  務  連  絡 

令和２年６月 30 日 

 

 

 

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課  

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）    御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課 ( 部 ) 

 

 

厚生労働省保険局医療課  

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 20） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（令和２年厚生労働省告示第 57 号）

等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項に

ついて」（令和２年３月５日保医発 0305 第１号）等により、令和２年４月１

日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑

義照会資料を別添１及び２のとおり取りまとめたので、参考までに送付いた

します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                  

（別添１） 
医科診療報酬点数表関係 

 
【摂食機能療法（摂食嚥下支援加算）】 

問１ 区分番号「Ｈ００４」摂食機能療法の注３の摂食嚥下支援加算について、

月に１回以上、内視鏡下嚥下機能検査又は嚥下造影を実施することとなっ

ているが、当該加算を算定する保険医療機関Ａとは別の保険医療機関Ｂに

おいて検査を実施した場合であっても、保険医療機関Ａにおいて当該加算

を算定することは可能か。 

（答）算定可能。この場合、保険医療機関Ａは、保険医療機関Ｂにおける検

査結果を診療録等に記載又は添付するとともに、保険医療機関Ｂの名称

及び検査実施日を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。  



 

（別添２） 
医科・歯科・調剤報酬点数表関係 

 
【療養の給付と直接関係ないサービス等】 

問１ 令和２年７月１日から医薬品・化粧品小売業等において、プラスチック

製買物袋の有料化が必須となるが、保険薬局において、薬剤又は治療材料

等の支給を行う場合に、一部負担金とは別にプラスチック製買物袋の費用

を徴収することは、「保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則」に抵触する

か。 

（答）患者に交付するプラスチック製買物袋に係る費用は、療養の給付と直

接関係ないサービス等の費用に該当するため、抵触しない。ただし、こ

の場合、予め患者に対し、サービスの内容や料金等について明確かつ懇

切に説明し、同意を確認の上徴収するなど「療養の給付と直接関係ない

サービス等の取扱いについて」（平成 17 年９月１日保医発第 0901002 号）

に従い運用すること。 

 

問２ 保険医療機関において、薬剤又は治療材料等の支給を行う場合に、一部

負担金とは別に自主的取組としてプラスチック製買物袋の費用を徴収す

ることは、「保険医療機関及び保険医療養担当規則」に抵触するか。 

（答）保険医療機関自体の自主的取組としてプラスチック製買物袋の費用を

徴収する場合についても、問１と同様に取り扱って差し支えない。（なお、

保険医療機関内に設置された別法人による小売業者は、プラスチック製

買物袋の有料化が必須である。） 

 

問３ 令和２年３月 23 日付の一部改正通知において、療養の給付と直接関係

ないサービス等の具体例として「保険薬局における患家等への薬剤の持参

料及び郵送代」及び「保険医療機関における患家等への処方箋及び薬剤の

郵送代」が記載されているが、衛生材料又は保険医療材料の持参料及び郵

送代も同様に、患者から徴収してよいのか。 

（答）保険医療機関又は保険薬局における患家等への衛生材料又は保険医療

材料の持参料及び郵送代についても、薬剤と同様に取り扱って差し支え

ない。 


